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はじめに 

0.1 地方公共団体と金融機関における懸案：公金出納の効率化 

筆者が東洋大学 PPP 研究センター研究紀要第 18 号に掲載した特別論文「金融機関にお

ける公金出納業務の課題と対応策 －公金出納業務の DX 推進により、共創のパートナーと

しての関係再構築を－」（藤木[2024]）において、地方公共団体のメインバンク（主力取

引銀行）業務とされている指定金融機関や収納代理金融機関制度をはじめとした公金出納

取引について、近年一部の主要行が指定金融機関や収納代理金融機関の辞退（返上）を行

ったことを機に、内国為替制度運営費導入を機とした各種手数料交渉などを背景に、公金

出納に関する関係制度（指定金融機関制度等）を巡る環境が変化していることを踏まえ、

指定金融機関制度の現状と課題について概観した上で、地方公共団体のメインバンクであ

る指定金融機関に本来求められている役割を発揮するための改革について議論した。指定

金融機関を主に担っているのは地域銀行や信用金庫をはじめとする地域金融機関 2であり、

地域金融機関が地域に果たすべき役割についても、政府の政策動向などを踏まえて議論し

た。藤木[2024]では、DX（デジタル・トランスフォーメーション）による官民が一丸と

なって公金出納業務の効率化、指定金融機関業務の見直しや規制改革の必要性と併せて、

金融業界自身が指定金融機関を受託する意義を再検討することや、指定金融機関の担い手

をシフトしていくことを提言した。これは、地方公共団体の業務の根幹をなす出納業務を

民間事業者との指定金融機関契約に大きく依存していながらも、手数料負担や事務の非効

率性についての地方公共団体・指定金融機関の認識の違いが深刻化し、2024 年 10 月から

予定されていた内国為替制度運営費導入に伴う混乱が懸念されるほど深刻であった状況を

改善するべく、直ちに実行すべき行動策を提案することを目的としていた。このため、地

方創生や財政改善、その一環として活用が期待されている公民連携（PPP/PFI、PFS/SIB

等）を活用することを議論する前提として、金融業界が求める指定金融機関業務効率化の

進展を確かなものとすることを主眼としたものとなっている。 

0.2 地方公共団体と金融機関が本来取り組むべき連携とは 

ところが、指定金融機関の主な担い手である地域金融機関と取り組むべきことは、事

務の非効率性や費用負担を巡って対立が続いた公金の出納業務にとどまらないし、そうあ

るべきではない。人口減少社会がこれまでよりも一層進み、地方公共団体の財政余力が限

られる状況において、公共施設やインフラの老朽化への対処必要性がますます喫緊のもと

 
2 本論文において、地域金融機関は、金融庁の監督区分に従い、監督局銀行第二課が所管

する預金取扱金融機関（業態としては地方銀行・第二地方銀行・信用金庫・信用組合等）

を指す。埼玉りそな銀行については、都市銀行（旧大和銀行・旧あさひ銀行）の再編によ

り成立した経緯から主要行として取り扱われることもあるものの、埼玉りそな銀行につい

ては、金融機関監督実務上は地域金融機関として監督されている（金融庁の地域金融機関

一覧に掲載されている）ことから、地銀に含めた。 
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なっていくという状況の中においては、地域が経済・財政の観点からサスティナブル（持

続可能）となっていなければ、究極的にはその地域では現在私たちが営んでいるような経

済活動や住まいを営むことは困難となる。藤木[2024]では、政府の地域密着型金融（リ

レーションシップ・バンキング施策）や地方創生をはじめとした各府省の政策の中で地域

金融機関の役割に期待する政策を紹介した上で、その終章「共創のパートナーとしての関

係再構築を」では、「公金出納業務の指定金融機関との関係を「共創のパートナー」とし

て再構築することができれば、指定金融機関は公共施設の老朽化対策、行財政の改善、

PPP/PFI の推進など、地方公共団体を巡る行財政上の多様な課題に対してメインバンクに

相応しい役割を果たしうる可能性が高まると考えている（藤木[2021]等）。」と指摘した

（藤木[2024]pp.29）。これは、公金出納事務合理化による人員再配置によって本来取り

組むべき取り組みに必要な人員を捻出しうることを指摘したものである 3が、具体的な推

進方法については議論できていない。 

0.3 本論文の目的及び構成 

そこで、本論文では、これまで政府が進めている地方創生の政策の一環で行っている

内閣府「地方創生への取組状況に係るモニタリング調査」（以下「内閣府調査」）で表彰さ

れた過去５か年分（令和元年度から令和５年度まで）の事例を類型化し、地方公共団体の

メインバンク（主力取引銀行）とされてきた指定金融機関の関わりの在り様について議論

することとしたい。地方公共団体のメインバンクである指定金融機関が、公金の出納事務

を請け負う指定金融機関契約事務の範囲を超えて、地方公共団体との長期間に亘る密接な

関係性を活用することで、こうした取組みが促進されるとの仮説のもと、指定金融機関の

貢献の有無を整理し、今後の地域活性化に向けた金融機関の連携促進に向けた含意を得た

い。 

本論文の構成について述べる。第１章では、筆者が PPP（公民連携）の研究における地

域金融機関の役割について「PPP のトライアングル」を用いて整理している地方創生にお

ける地域金融機関の役割について述べる。続く第２章では、前述した内閣府表彰事例の分

析方法を説明し、第３章では分析結果を説明する。終章の第４章では、結果を踏まえた今

後の課題を議論する。 

 
3 藤木[2024]では、「公金事務に取られている人的資源の負担が軽減されれば、地域のス

テークホルダーとの関係性を活かした戦略的なエリアマーケティングを行うことを目的と

して、戦略的な公務担当を行う人員を配置・増強することも可能となり、地方公共団体へ

の現役出向やシニア行職員の再就職によって金融機関の業務経験を地方公共団体に活用す

ることが可能となる。地域経済振興をはじめとした地方創生や、財務活動の効率化・高度

化、公有地や公共施設の有効活用、PPP/PFI の推進などの領域でより一層の、金融機関の

業務経験を地方公共団体に活用することで、より一層の成果が見込まれる応用することが

こうしたことが可能となれば、金融業界が地方公共団体との関係性を再評価する機運が醸

成され、積極的な取引提案によるメリットを地方公共団体が享受しうるものと考えてい

る。」と指摘した。 
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第１章 金融機関と地域との関係 

1.1 「PPP のトライアングル」 

筆者は、PPP の推進における金融機関の役割について、東洋大学 PPP 研究センター紀要

への投稿論文（藤木[2012]）を契機に、論文（藤木[2012-2][2017]）や論説（藤木

[2017-2] [2022]）、そして大学院講義を通じて、政府セクター・市場セクター・地域セク

ターの役割分担について整理する「PPP のトライアングル」（図表 1）を用いて考察を重ね

てきた。内閣府調査の議論に先立ち、筆者が考える金融機関と地域の関係について「PPP

のトライアングル」をもとに基本的な認識を共有することとしたい。 

「PPP のトライアングル」の概要について説明する。「PPP のトライアングル」とは、

根本[2012]において、公共サービスの提供等を誰が担うのかを示すツールの一つとして

示されたものであり、「これは、スウェーデンの政治学者ビクター・ペストフ氏が、社会

福祉サービス分野における地域内のボランティア、民間の有料サービス、政府の公的扶助

などの相互関係を明確に記述したものを原型として、日本の PPP の現状に適用できるよ

うに修正・拡張したものである。」と説明されている。また、その効果を「これにより、

現実の公共サービスがどのような仕組みで実施されているかを把握することができる。」

と説明している。 

図表 1  PPP のトライアングル  

 

出所：根本[2011] 

「PPP のトライアングル」は、社会全体を三角形とし、3 本の補助線を引いた図表 1 の

ように表現され、公共サービスの提供主体としての政府セクター（国、地方自治体などの

公権力を有する機関）、市場セクター（民間企業、収益事業を行う NPO 等）、地域セクタ

ー（家庭内の自助、近隣の共助の他、ボランティアなど）を表している。3 つの主体の性

格をより分かりやすく把握するには 3 本の補助線が有効であるとしている。水平方向の線
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は、立法、徴税などの公権力を有する【政府】かそうでない【非政府】かという「公権力

区分線」である。政府セクターは当然公権力を有するので【政府】であり、市場セクター

と地域セクターは【非政府】である。右上がりの線は、【営利】か【非営利】かという

「目的区分線」である。市場セクターの目的は【営利】であり、政府セクターと地域セク

ターは【非営利】である。右下がりの線は、【公式】と【非公式】を区分している。具体

的には、公共サービスを安定的に提供する義務を負うかどうか、特に、資金調達を自立的

に行えるかどうかの「安定的責任区分線」と定義付けている。 

以上の議論を踏まえ、現実の PPP が「PPP のトライアングル」にどのように位置づけ

ることが可能か考えてみると、PFI や指定管理者制度など、契約による PPP は、政府セ

クターと市場セクターの間の矢印により表現することができる（図表 2 における白色の太

い両矢印）。 

1.2 「PPP のトライアングル」を使用した地域との関係の可視化 

以上の「PPP のトライアングル」に、金融機関が持つ地域との接点を加える。藤木

[2012]で初めて関係性を整理した際に用いたのが図表 2である。金融機関自身は、民間企

業であり、「市場」の一員であると位置づけられる。政府セクターおよび地域セクター、

市場セクターとの取引や関わりを色の付いた矢印で表現している。図表 2 をもとに、金融

機関の取引先としての政府／市場（地域企業）／地域との関係について議論する。 

図表 2 金融機関と地域社会の接点の可視化 

 

出所：藤木[2012] 

 1.2.1 政府（国・地方公共団体）との取引 

 政府（国、地方公共団体）との取引は、指定金融機関業務であり、預金、地方債の引

受・流通に関する業務であると考えられる。地方債の引受を始めとした与信取引において、
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近年深刻化している地方公共団体の財政問題への対応を行うともに、与信管理に随伴して

経営の規律づけ・モニタリング等経営改善に関する業務についても当然に行うものと考え

ることが可能である。政府に対しては、公務金融渉外において接点があると考えられる。 

政府の課題は、財政の悪化であり、解決の方向性は「小さな政府へ」の変革に際し PPP

を導入することである。この PPP は、PFI や指定管理者制度の導入のように官（政府・地

方公共団体）の事業の担い手を民間に委ねて効率化を目指すもの（東洋大学における公共

サービス型、後掲図表 3）に留まらず、公有地の一部を民間事業として活用し事業の効率

化や地域活性化等を目指すもの（同公共資産活用型）も含まれる。2025（令和 7）年 2 月

に発生した八潮市（埼玉県）の下水道管渠の老朽化が原因と拝察されている道路路面の陥

没事故が新ためて明らかにしたインフラストラクチャー（道路、橋梁、上下水道等）の老

朽化対策として期待されるコンセッションや包括的民間委託、ウォーターPPP の推進につ

いても、財政資金の制約を克服するために必要となる民間資金の活用をファイナンスの面

から先導することが金融機関に期待される役割である。 

図表 3  東洋大学 PPP 研究センターの PPP の分類 

 

出所：根本[2011] 

1.2.2 地域企業との取引 

地域の企業との取引は、「市場」の域内で完結しており、預金、貸出などが考えられる。

具体的には、営業店にて接点があると考えられる。前述の通り、金融機関自身は、民間企

業であり、「市場」の一員であることから、この取引基盤を確かなものにしていくことが

金融機関の主な関心事であると考えられる。第 2 章以降で議論する内閣府調査の分析につ

いて、金融機関の参加動機（モチベーション）が有りうるとすれば、金融機関の取引先が

関与して新たな売上・利益を稼ぐことを期待するためであると考えられる。 

市場の課題は、地域産業の育成である。財政状態の悪化により、従来のように税金を

原資とした支援策が難しくなることを考えれば、現状を適切に認識すること、地域資源を

活用した農工商連携、観光など有望な手法や実施ストラクチャーを設計することが課題で
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ある。第 2 章以降で議論する内閣府調査の分析について、金融機関が関与する取り組みに

政府（国・地方公共団体）を含める座組・ストラクチャーとする動機（モチベーション）

があるとすれば、市場のプレーヤーだけでは事業採算性の観点から推進が難しいプロジェ

クトに対して補助金による支援を受け、事業採算性を向上させることを期待することが考

えられる。また、プロジェクト推進の前提として地域のビジョン策定が望まれる場合には、

地方公共団体も参加した場で地域のビジョンを議論し共有することが望ましい。こうした

連携が成立した場合には、規制・誘導型（前掲図表 3）の公民連携（PPP）として進めら

れることとなる。 

一方、政府（国・地方公共団体）を含めることで、ステークホルダーへの説明責任や

関係当局の了解を取り付けるのにより多くの時間を要するリスクが伴うこととなるため、

このリスクを忌避して政府（国・地方公共団体）を「含めない」体制で推進する判断もあ

りうる。 

1.2.3 地域との取引 

地域との取引は、地域住民向けについては、預金及び貸出取引であると考えられる。

具体的には、地域の企業に対する取引と同様に、営業店で点があると考えられる。また、

与信取引のない地域住民に対する CSR（企業の社会的責任）活動と位置づけるならば、営

業店に加えて本部の CSR 担当においても接点があると考えられる。 

地域の課題は、「新しい公共」の拡大、地域課題に対し税金を原資とせず事業を通じて

解決するソーシャルビジネスの育成である。政府の財政が悪化し、税金を原資とした問題

解決が難しくなる事態をビジネスチャンスとして、地域の課題を、事業を通じて解決して

いくことが課題である。 

ソーシャルビジネスや事業性 NPO など、「共助社会づくり」や「新しい公共」の担い手

向けの取引は「市場」と「中心の空白部分」との間の取引であると考えられる。これら

「新しい公共」の担い手が「公式化」がされていない任意団体として活動している段階で

は、「地域」と「市場」の間の取引となるが、預金の受入れはできても貸出取引は現実的

には難しいものと思われる。ソーシャルビジネスに対する金融機関の融資取引は、多くの

金融機関では、行政からの補助金支給までのつなぎ資金としての融資、信用保証協会が金

融機関からの借入金債務を連帯保証することを条件とした運転資金としての融資等、リス

クを抑えた融資支援に留まっており、ソーシャルビジネスの社会性や事業性を理解してよ

り踏み込んだ信用を供与することはハードルが高いとされている 4。また、「共助社会づ

 
4 2024年 9月に設立された「ソーシャルバンク・コミュニティ」は、この状況を変革する

取組として期待されるものである。地域金融機関における「組織的（本部・営業店の役職

員一人ひとりが）」「継続的（異動や世代交代があっても実践し続ける）」ソーシャルビジ

ネス支援を日本各地に定着させることを目的としており、ソーシャルビジネスを支援する

取組で知られる西武信用金庫（本店：東京都中野区）、地域の課題解決の取組で知られる

京都信用金庫（本店：京都市）及び玉島信用金庫（本店：岡山県倉敷市）、木村真樹氏
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くり」や「新しい公共」の担い手は、財務基盤が弱いベンチャー企業・スタートアップと

しての側面を併せ持つことを考えれば、預金及び貸出取引に加え、行政や中間支援組織と

連携した技術的支援（テクニカル・アシスタンス）が業務となると考えられ、経営が軌道

に乗った場合には融資先として金融機関の貸出資産形成に資することも期待しうる。 

なお、金融機関のなかには、シンクタンクや研究所、コンサルティング部門を擁して

いる場合がある。このような部門を有している場合には、図中のいずれにも関与すること

が可能である。金融機関としての取引の実需がなくとも対応が可能であること、金融機関

自身の責任を伴わず比較的自由に活動ができることを活用すれば、地域課題の発掘から解

決策の構築および実行までの全体にわたり、資金調達（投資・融資の実行）そのもの以外

にも幅広く関与することは可能と考えられる。前述のような部門や組織を有していなくと

も、本部の企画部門において、地域（経済）企画部や地方創生担当部署を設けている場合

については、同様に考えることは可能である。 

1.3 業務範囲・出資規制の緩和 

近年、業務範囲・出資規制の緩和が進められ金融機関が地域・顧客の課題解決支援に

取り組みやすい環境の整備が進み、特に令和 3（2021）年の銀行法改正では、大幅な規制

緩和が実施されたことから、図中の様々な要素を併せ持つダイナミックな取り組みを行い

る可能性が広がってきた（図表 4）。第 2 章で議論する内閣府「地方創生への取組状況に

係るモニタリング調査結果」においても、銀行行高度化専門会社や投資専門会社による地

域商社やデジタル化推進の事例が含まれている。 

図表 4  金融機関 の業務範囲や出資にかかる主な規制緩和の推移 

 
出所：中村[2023] 

 
（合同会社めぐる代表、東海地区の取組で知られる）等が運営・参画している。 
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第２章 内閣府調査の分析方法 

2.1 内閣府調査の分析対象の設定 

本論文で分析対象とする内閣府調査（「地方創生への取組状況に係るモニタリング調査

結果～地方創生に資する金融機関等の特徴的な取組事例～」）は、平成 27（2015）年度以

降毎年度公表されており、令和 5（2023）年度まで 9 か年分の 273 事例が収録されている。

内閣府は、地域金融機関のみならず、JA 等や主要行／信託／証券／政府系金融機関／保

険業を対象に、自金融機関が取り組んだ地方創生の取組についての情報を集めた事例の中

で、特徴的な取り組みを行った金融機関に対して内閣府特命担当大臣（地方創生担当）に

よる表彰を実施している。この調査は 9 年度に亘って継続して実施されており、政府が地

方創生の観点からどのような取り組みを優れていると判断しているか抽出する基準として

適切なものである 5。 

本論文では、内閣府調査うち、直近 5 か年度（令和元（2019）年度から令和 5（2023）

年度の 145 事例について、取り組みにおける地方公共団体の参画の有無を一定の方法で判

断して分類し（方法については 2.2 にて後述）、地方公共団体の参画が確認できた事例を

対象として分析を行った。この分析を行うためには、内閣府調査のフィールドとなってい

る市区町村の指定金融機関を特定し（特定方法は 2.4 にて後述）、表彰対象となった金融

機関と指定金融機関の一致・不一致を分類した。分類結果の概要を図表 5 に示す。 

図表 5 内閣府調査の分析対象の分類結果 

 
註：* を付した令和 3 年度及び令和元年度については、府県が異なる地方公共団体を跨っ

た取組で指定金融機関関与の有無が異なる判定結果となったものを別々に集計している。 

出所：筆者作成  

 
5 類似した取組として、内閣府の「地方創生 SDGs 金融表彰」も存在し、3 か年で 14 件を

表彰している。SDGs（Sustainable Development Goals）を原動力として地方創生に取り

組む地域事業者を支援するスキームを構築した地方公共団体等と地域金融機関等の連携し

た取組の中から、特に顕著な功績の見られた取組を選定し表彰する取組であるが、定義上

政府（国・地方公共団体）を含む取組に限定されてしまうことから、分析結果を検討する

上で参考資料としての活用にとどめた。 
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2.2 地方公共団体の参画有無   

本論文の目的から、地方公共団体が参画しているかどうかを区別して考えることとし

た。第１章 1.2 で議論したように、金融機関自身は民間企業であり、「市場」の一員であ

ると位置づけられることから、地域内の企業との取引基盤を確かなものにしていくことが

金融機関にとっての主な関心事であるものと考えられることから、先ずは取引先企業と多

くの部分が重なる地域企業との連携を志向するものと考えたためである。筆者のこれまで

の金融機関との意見交換を通じて、金融機関の行政体との連携に対する姿勢には温度差が

あるのは否めないことを認識していたため、民間企業と取引銀行との関係で議論するリレ

ーションシップの違い（例えば、主力取引銀行であるメインバンクの取引地位にあるか、

そうでない下位取引かの違い）が影響を及ぼしうると考えたため、地方公共団体の参画の

有無を区分けすることが必要であると考えた。 

地方公共団体の参画有無の判断は、内閣府調査において 1 つの事例につき PDF ファイル

2 枚で説明されている取り組みの説明資料の中に、東洋大学の PPP の広義の定義 6に基づ

いて、一定の役割を担っているかどうか、取組概要（2 枚組のうちの 1 枚目）、スキーム

図（2 枚組のうちの 2 枚目）から個別に判定した。 

これらの方法によって、地方公共団体の参画有無を分類した結果、内閣府調査うち、

直近 5 か年度（令和元（2019）年度から令和 5（2023）年度の計 145 事例のうち、行政が

関与していない事例は 47 事例（145 事例に対して 32.4％、論文末尾に掲載した資料Ａ）

であった。デジタル化推進をはじめとした取引先企業の経営支援など、地方公共団体が関

与する必要性が薄い取り組みや、証券会社や保険会社 7が全国を対象としたに取り組みな

どが含まれる。一方で、観光事業や新たな地域産品の開発の取組のように、地方公共団体

が適切に参加することで、より成果を上げうる可能性が期待できるものも含まれていると

考えられ、成果の最大化という観点では課題を抱えている可能性もある。 

これらを除いた 98 事例（同 67.6％）について、地方公共団体名を確認した（後述 2.3）。 

2.3 地方公共団体名の確認 

地方公共団体の参画が確認できた事例について、地方公共団体の具体名（都道府県名、

市区町村名）を確認した。多くの事例では地方公共団体名が特定できたものの、都道府県

や市区町村名を示さずに記している事例が少なくなく、直近 5 か年度（令和元（2019）年

度から令和 5（2023）年度の計 145事例のうち、地方公共団体名が特定できない事例は 11

事例（同 7.6％、論文末尾に掲載した資料Ｂ）であった。これらを除いた 87 事例（同

60.0％）について、指定金融機関名を確認してメインバンク（指定金融機関）の関与有

 
6 東洋大学における PPP の定義（広義）では、「何らかの政策目的を持つ事業の社会的な

費用対効果の計測、および、もっとも高い官、民、市民の役割分担を検討すること。」と

定義されている（根本[2011]）。 
7 証券会社や保険会社については、金融行政上、通常は地域金融機関として扱わることは

ない（前掲脚注 2）。 
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無の分析や考察を行う対象とした（2.4）。 

2.4 地方公共団体の指定金融機関の特定  

 直近 5 か年度（令和元（2019）年度から令和 5（2023）年度の計 145 事例のうち、地方

公共団体名が確認することができた 87 事例（同 60.0％）を対象に、そのメインバンク

（主力取引銀行）である指定金融機関を調査した。 

調査に当たっては、地方自治法に基づき地方公共団体が議決を経てしている指定金融

機関の把握が課題となった。総務省の関係資料は、都道府県については網羅的に開示され

ているが、市区町村については指定金融機関、指定代理金融機関（指定金融機関と当該地

方公共団体が協議の上、出納業務の一部を担うことが指定された金融機関）、収納代理金

融機関（収納業務のみ指定を受けた金融機関）の延べ指定件数が整理されたものが総務省

ウェブサイトに掲出されているにとどまっているためである（図表 6）。これは、指定金

融機関の指定は、都道府県については義務であるが、市区町村においては任意であること

が影響しているものとみられる。 

図表 6 指定金融機関等の指定状況（令和 3 年 4 月 1 日現在） 

 
出所：総務省[2023] 

そのため、総務省自治行政局行政課に対して情報公開請求を行い、2022 年 4 月時点 8の

 
8 2022年 4月時点となっているのは、筆者の博士論文（藤木[2024-3]）作成過程に必要な

データとして情報公開請求を行ったためである。調査の正確性を期すためには、直近 5 か

年度（令和元（2019）年度から令和 5（2023）年度）全てについて指定金融機関を網羅的

に確認することが望まれるが、地方自治法に基づき条例によって議決して指定する指定金

融機関の追加・交代は岐阜県（十六銀行から大垣共立銀行に交代）や一部主要行による輪

番制の辞退（撤退）など一部の例外を除けば発生頻度は高くないと考えられることに加え、

筆者一人でこれらの調査を行うことは困難であることから、2022 年 4 月の指定金融機関

データを基準として分析を行うこととした。 
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指定金融機関の一覧を入手した。情報公開請求で得た指定金融機関情報は 2022 年 4 月で

どの金融機関が指定されているかどうかが一覧表となっているかが一覧表になったもので

あるため、例えば 2 年ごとにＡ銀行とＢ銀行の間で交代とするといった一定のルールで指

定金融機関を交代する輪番制が敷かれているかどうかの確認ができないものであった。 

民間企業における銀行取引の現場では、特定の 1 つの銀行をメインバンク（主力取引銀

行）とするのではなく、競合関係にある別の銀行にも一定の取引を割り当てて並列メイン

バンク（主力取引銀行）として処遇することにより、メインバンク（主力取引銀行）との

取引で有利な条件を引き出すことが珍しくない。公共体を対象とするメインバンク（主力

取引銀行）取引である指定金融機関業務においても、指定金融機関への過度の依存を防ぐ

観点から輪番制を敷く金融機関数を維持する動きがみられる 9。また、預金獲得が銀行営

業にとって重要であった往時においては、公金預金のメリットや指定金融機関のステータ

ス性を複数金融機関で分けあうべく輪番制が敷かれた経緯があるとされ、輪番制の他行取

引を確認することは研究上重要な意味を持つものである。 

そのため、2022 年 4 月時点の 10 年前（2012 年 4 月）の指定金融機関の情報を確認し、

2012 年 4 月の時点で輪番制が敷かれている地方公共団体について、2022 年 4 月時点の状

況を可能な限り確認することとした 10。この調査により、前述の 87 事例について、2022

年時点の指定金融機関、輪番制により今後交代で担当する予定がある金融機関を網羅的に

特定した。 

第３章 内閣府調査の分析結果 

3.1 指定金融機関の関与有無   

先ず、地方行財政制度上のメインバンク(指定金融機関)の関与状況を確認する。前述

の 87 事例について、表彰の対象となった金融機関が、表彰の対象となった事例のフィー

ルド地方公共団体の指定金融機関となっているかを確認した結果、過去 5 か年合計で 87

件（52.9％）となった。（図表 7、論文末尾に掲載した資料Ｃ）。過半数を僅かに上回って

 
9 2019 年から 2020 年にかけて行われた三菱 UFJ 銀行よる輪番制の辞退の対象となった大

阪府内の一部地方公共団体においては、同行に代わり新たな金融機関を加える動きがみら

れた。 
10 日本金融通信社『日本金融名鑑 2013年版』を使用して確認作業を行った。『日本金融名

鑑 2013 年版』には、2012 年 4 月時点の、全ての市の指定金融機関が輪番制で担当してい

るものも含めて収録されている。そのため、総務省からの情報開示請求では確認すること

ができなかった「2022年 4月時点では指定金融機関でない輪番制を敷いている金融機関」

を調査する手がかりとして活用することが可能であった。『日本金融名鑑 2013 年版』をも

とに、筆者がインターネットでの資料検索や電話確認等により、指定金融機関の変更、輪

番制を敷く金融機関の追加（新規参入）や減少（辞退・撤退）の有無を確認した。『日本

金融名鑑 2013 年版』には掲載されていない町村の指定金融機関については、2022 年 4 月

時点で他の金融機関が輪番制により担当する予定がないかどうか、可能な限りインターネ

ットや電話等の手段で個別に確認を実施した。 
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いるものの、民間においてメインバンク取引の慣行が今なお（特に中小企業取引において

は）残っており、金融機関と取引企業の間でメインバンクを核に取引を構築すること 11と

様子を異としていると考えられる。令和元（2019）年度以降の経年変化をみると、令和

元（2019）年度は 8 件（47.1％）であったが、令和 3（2021）年度には 13 件（72.2％）

にまで上昇し、直近の令和 5（2023）年度は 7 件（63.6％）と過半数を上回っており、指

定金融機関を担う金融機関の間で、地方公共団体との連携や地域貢献に対する取り組み気

運が醸成されてきたものとみられる 12。しかしながら、従来のメインバンク理論において

は、取引先の危機対応への支援がその役割の一つとされており 13。地方創生の取組が求め

られる状態が取引先の危機と仮定するならばメインバンクの責任として経営改善支援を行

うべき――という議論もありうるが、前述の結果を見るとメインバンクである指定金融機

関の関与は必ずしも一般的とまでは言えない。 

図表 7 令和元年度から令和 5 年度の内閣府調査における指定金融機関の関与状況 

 
註：地銀には埼玉りそな銀行を含む。JA 等には JA のほか農林中央金庫を含む。  

出所：筆者作成 

 
11 例えば、2008 年に経済産業研究所が実施した中小企業向けアンケート調査では、約８

割が 10年を超える融資関係をメインバンクと維持している（植杉ほか[2009]）。中小企業

における特定の金融機関との長期的な関係は、米国や欧州主要国においても共通に観察さ

れる。 
12 その背景として、藤木[2024]で議論した内国為替制度運営費や指定金融機関手数料の

負担交渉が難航するなかで、事務負荷に見合う対価の請求に理解を得るべく取組が進めら

れた可能性についてはありうるものと考えている。筆者の西日本所在の地方銀行へのヒア

リングでは、地方創生や公民連携（PPP）をはじめとした地域課題解決への貢献実績を示

すことで理解を得ているとの説明を得た。ただし、筆者が地域金融機関等と意見交換を行

っている中から得た印象に基づくものであり、アンケート調査等のデータで根拠づけられ

るものではない。 
13 メインバンクは他の金融機関が入手できない情報（私的情報）を蓄積し、他の金融機

関よりも競争上優位に立つことができるが、一定のリスクとコストが伴うものとされてい

る。メインバンクは取引先が経営不振に陥った場合、「代表的監視者」として責任を取り、

企業の危機を処理するために自らの債権を劣後させることも含めて経営再建を支援するこ

とが求められるとされる。（松浦[1992]）。 
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業態別（地方銀行、第二地方銀行、信用金庫、信用組合、JA 等（JA 及び農林中央金庫）

及び主要行）の割合を見る。全国的に多くの地域で指定金融機関の担い手となっているの

は地方銀行とされ、前述業態の別に比較すると 5 か年合計で 31 件（35.6％）を占めてお

り、他の業態（信用金庫等）を上回っている。しかし、令和 4（2022）年度は、地方銀行

は信用金庫と同水準（各 3 件、23.1％）にとどまっている。 

3.2 指定金融機関に代わって関与した金融機関 

次に、地方行財政制度上のメインバンク（指定金融機関)ではないが関与した金融機関

の状況（論文末尾に掲載した資料Ｄ）を確認する。金融業界においては、メインバンクな

ど上位取引地位にある金融機関に代わって下位取引の金融機関が象徴的な取引を担当する

ことを「肩代わりする」と表現する慣行が存在するが、そのような事例である。メインバ

ンクである指定金融機関ではないものの、創意工夫を凝らして地方創生に資する取組みを

地方公共団体に提案し、実現したという点において評価される取組みとなる。 

図表 8 は指定金融機関に代わり表彰を受けた図表 7 と同様に整理したものである。表彰

の対象となった金融機関が、表彰の対象となった事例のフィールド地方公共団体の指定金

融機関でなかった事例は、過去 5 か年合計で 43 件（49.4％）となった。過去 5 か年合計

で最も多いのは信用金庫の 25 件であり、前述の 87 事例対して 28.7％を占めた。令和元

（2019）年度以降の経年変化をみると、指定金融機関の関わりが無い事例の比率は減少

傾向にあり、令和元（2019）年度は 10 件（58.8％）であったものが令和 5（2023）年度

には 4 件（36.4％）となっている。これは、3.1 で議論した指定金融機関が関与している

割合が増加していることを反映している。 

図表 8 指定金融機関に代わって関与した金融機関の状況 

 
註 1：令和 3 年度及び令和元年度については、府県が異なる地方公共団体を跨った取組で

指定金融機関関与の有無が異なる判定結果となったものを別々に集計しているため、

両年度については図表 5 と図表 6 との合計は図表 4 と一致しない。 

註 2：地銀には埼玉りそな銀行を含む。JA 等には JA のほか農林中央金庫を含む。 

出所：筆者作成 
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業態別の割合を見る。地方銀行、第二地方銀行、信用金庫、信用組合、JA 等（JA 及び

農林中央金庫）の分類に加えて政府系を加え、主要行及び生保、損保、信託はその他に整

理した。実績が顕著なのは信用金庫であり、過去 5 か年合計では 25 件に関与している。

信用金庫を除く各業態（地方銀行、第二地方銀行、信用組合、JA 等（JA 及び農林中央金

庫）、政府系、その他）は過去 5 か年合計で数件であり、信用金庫の積極さが際立つ。な

かでも、令和 4（2022）年度は、指定金融機関が関与していない事例の全てを信用金庫が

関与している。 

3.3 信用金庫の関与動向  

信用金庫が関与事例について、指定金融機関の業態別に整理したものが図表 9 である。

過去 5 か年合計 26 件のうち、地方銀行が 19 件、主要行が 6 件を占めており、指定金融機

関を担当してきた「地域内での預金・貸出の規模が大きい銀行（地域一番手銀行）」に代

わって、プロジェクトベースでの関与を重ねて成果を挙げているものとみられる。地域課

題を「自分事」として受け止め、指定金融機関に遠慮することなく地方公共団体にアプロ

ーチする信用金庫が一定数存在するものと考える 14。 

図表 9 指定金融機関に代わり信用金庫が関与した事例の状況 

 
註 1：令和元年度については、R2-24「しんみせ応援プロジェクト ～長野県北信地方全 15

市町村との連携による創業支援の取組～」においては、地方銀行と JA 等がともに 7 団

体において指定金融機関となっていることから、二重に計上している。このため、図

表 7 においては信用金庫が関与した事例数を「のべ数」と表記した。 

註 2：地銀には埼玉りそな銀行を含む。JA 等には JA のほか農林中央金庫を含む。 

出所：筆者作成 

  

 
14 地方公共団体との連携に積極的なことで知られる但馬信用金庫（本店：兵庫県豊岡市）

ヒアリングでは、地域活性化に取り組むモチベーションについて、営業基盤と重なる基礎

自治体（市区町村）の経済の活性・沈滞の如何が、金融機関としての経営に直結するため、

メインバンクである指定金融機関に遠慮せず「できるところから連携していく」という積

極的な姿勢としているとの説明を受けた。 
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第４章 おわりに 

4.1 本論文の課題  

本論文では、「地方創生への取組状況に係るモニタリング調査結果～地方創生に資する

金融機関等の特徴的な取組事例～」（「内閣府調査」）の直近 5 か年度分（145 事例）を対

象に、地方公共団体のメインバンク（主力取引銀行）である指定金融機関の地方創生の取

組への関与状況について議論した。第３章の議論を通じて、指定金融機関の関与は漸増傾

向にあること、指定金融機関以外では信用金庫が地方創生への関与に意欲的であることが

明らかとなった。 

本論文の限界と課題について整理する。第 1 に、本論文では地方創生の優れた取組を内

閣府が顕彰した事例に掲載された資料の記載事項のみに依拠した限界について述べる。本

論文では、地方公共団体の参加が確認できない 47 事例（後掲資料Ａ）、地方公共団体名が

確認できない 11 事例（後掲資料Ｂ）の合計 58 事例は分析の対象から外しており、全 145

事例の 40％に相当する事例が分析対象から漏れている。この中に、地方創生における地

方公共団体と金融機関の関係性について重要な含意が存在しないと言い切れない。今後は、

これらの事例をより詳細に調査し、ストラクチャー・シートを作成するなど取組の全体像

やガバナンス、リスク分担、資金提供の構造について可視化することで、外形資料では見

えない関係性の実態をより明らかにしていくことが望まれる。 

第 2 に、取引銀行以外のステークホルダーの関係性についての分析が行われていないこ

とについて述べる。地方創生における金融機関の役割は重要であるが、地方創生で実際に

行動する主体・担い手がいなければ地方創生は結実しない。金融機関は、行政（国・地方

公共団体）をはじめとした地方創生のプレーヤーを支えるエコシステムの一つでしかない。 

4.2 地方公共団体のメインバンク（指定金融機関）の役割  

しかし、地方創生をはじめとした地方公共団体の運営のあらゆる領域で PPP（公民連

携・官民連携）の必要性が叫ばれて久しく、国・地方を問わず財政状況の厳しさが深まる

状況においては、公共性の意義がある事業であっても税や公債の活用を当然視せずに民間

事業としての成立可能性や民間資金の活用可能性を追求することの必要性・重要性は高ま

るのは必然である。内閣府が推進している「地方創生 SDGs 金融」（図表 10）では、機関

投資家などを含んだダイナミックな資金還流を目指している。近年益々広がっている ESG

投資 15やインパクト投資 16の潮流拡大がこの動きを後押しするものと期待されるものの、

 
15 ESGとは、Environment（環境）、Social（社会）、Governance（ガバナンス（企業統治））

を考慮した投資活動や経営・事業活動を指す。ESG は投資活動から始まった概念であり、

ESG 投資では、一般に企業の財務情報に加えて環境及び社会への配慮、企業統治の向上等

の情報を加味し、中長期的なリターンが目指されるなどしていたが、昨今は、企業経営に

おいても ESG に配慮する傾向があり（いわゆる ESG 経営）、ESG の考え方は、投資に限定

されるものではない。（内閣府[2020]） 
16 インパクト投資とは、財務的リターンと並行して、ポジティブで測定可能な社会的及
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地域内に地域内外の投資を集められるかどうかは、地方公共団体が資本市場をも視野に入

れて働きかける体制を作れるかどうかが課題となる。 

図表 10 地方創生 SDGs 金融を通じた自律的好循環形成の全体像 

 
出所 内閣府[2019]  

また、近年、PPP の手法が注目されている LABV17や、社会的インパクト投資を活用した

新たな PPP 手法である PFS18や SIB19を活用するためには、事業リスクをとることに限界が

 
び環境的インパクトを同時に生み出すことを意図する投資行動を指します。従来、投資は

「リスク」と「リターン」という 2 つの軸により価値判断が下されてきました。これに

「インパクト」という第 3 の軸を取り入れた投資、かつ、事業や活動の成果として生じる

社会的・環境的な変化や効果を把握し、社会的なリターンと財務的なリターンの双方を両

立させることを意図した投資を、インパクト投資と呼ぶ。（GSG Impact JAPAN （旧称:GSG

国内諮問委員会）ウェブサイト） 
17 LABV（Local Asset Backed Vehicle）とは、地方公共団体が公有地や公共施設などの

資産を出資し、民間企業が資金を出資することにより官民協働の事業体を設立し、まちづ

くり等に資する開発事業を連鎖的に行うビジネスモデルである（遠藤[2023]）。ガバナン

ス面を含めた論点については、中村[2023]や根本[2024]で議論されている。 
18 成果連動型民間委託契約方式（Pay For Success）は、社会課題の解決に対応した成果

指標を設定し、成果指標値の改善状況に連動して委託費等を支払う官民連携の手法である。

その成果達成の方法について、民間の創意工夫を最大限引き出すことにより、従来型委託

方式に比べて、社会課題が効果的に解決されることが期待される（内閣府 [2024]）。 
19 ソーシャル・インパクト・ボンド（SIB」）による PFS 事業は、PFS 契約による最終的な

支払いを前提に、当該事業に係る資金調達を受託者が金融機関等の資金提供者から行い、

その償還等が地方公共団体等の成果連動払等の額に応じて行われるものである（内閣府 

[2024]）。 
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ある銀行融資以外の多様な金融手法（保険、信託、証券、リース等後掲図表 8 を参照）も

適切に活用して PPP 事業を案件化することが必要である。そのためには、地方公共団体と

密接な関係にある指定金融機関（メインバンク）との関係を基軸とし、銀行融資以外の多

様な金融手法を提供する業態（保険、信託、証券、リース等。前掲図表 8）も適切に活用

することが求められよう。 

図表 8 多様な金融手法／業態との連携 ～キャパシティや手段の限界を超える～ 

 
出所：筆者作成（「地域金融論」2024 年度前期 13 講講義資料を一部改変） 

ここで課題となるのが、発注者に寄り添いつつも、事業成立のために時に厳しく指摘

をすることで「Bankable」なプロジェクトとして事業が成立させる FA（フィナンシャ

ル・アドバイザー）の役割を誰がどのように担うのか、という論点である。大規模な事業

であれば、金融機関や監査法人、コンサルティング会社を起用して FS（フィージビリテ

ィスタディ）を行う調査予算を負担しうるが、案件の初期段階（構想段階）にあるものは

調査費用の予算計上についてのハードルが高いのが実情である。ADB（アジア開発銀行）

がドナー国と設置した PDF（Project Development Fund）を参考にした調査予算の回転利

用化がその解決策に資するものと考えられる 20が、同様の仕組みを持つこと関係法規（会

計法、予決令等）との整合を図る必要が生じる。このため、現段階においては、調査費用

が十分に確保できていない状況であっても、地方公共団体のメインバンク（主力取引銀行）

が事業構想段階から簡易的な調査を担当し、「Bankable」なプロジェクトとして成立させ

ていく道筋をつけることが望ましいと考える。 

以上の議論を踏まえると、地方公共団体と金融機関との関係性は、メインバンク（主

 
20 筆者が美原融氏（東洋大学大学院元客員教授）と寄稿した美原・藤木[2014]では ADB

（アジア開発銀行）が取り組んでいる PDF（Project Development Fund）を紹介し、十分

な調査費用を活用して質の高いプロジェクトを組成し落札者から回収するスキームを紹介

している。スキーム図は美原・藤木[2014]の図表 7 及び 8 等を参照。 
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力取引銀行）との関係性が全てを規定するとは言い切れないものの、これからの地域経営

の成否の鍵を握る PPP の活用に必要となる、地方公共団体が民間事業の事業計画や資金調

達（ファイナンス）をも視野に入れて事業構想段階から検討を進めていく体制を組むこと

を考えると、地方公共団体のメインバンク（主力取引銀行）との安定的な関係性を基盤と

して、協力的な関係を構築できているか否かによって、PPP の活用の可能性／幅の広さに

影響しうると筆者は考えている。執筆時点でこの見解を学術的に十分なエビデンスを伴っ

て裏づけるものが蓄積されていない状況にあるものと考えているが、公的部門を対象とし

た銀行取引理論（リレーションシップ・バンキング理論）の研究蓄積がこれまで殆どなさ

れていないため現状では止むを得ないものと考えざるを得ない。筆者は、こうした議論を

行うための金融機関と地方公共団体と関係性（リレーションシップ）について、関係する

制度、理論、論点を網羅的に整理した博士論文（藤木[2024-3]）を基に、著書『指定金

融機関の未来』（藤木[2025]）の出版を予定している。これまでの蓄積を基にして、地方

公共団体が PPP を推進する基盤となる金融機関との関係性（リレーションシップ）につい

て、今後も研究を重ねていきたいと考えている。 
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付属資料 内閣府調査の指定金融機関の関与についての整理結果 

資料Ａ 地方公共団体の参画が確認できない事例  

 資料Ｂ 地方公共団体名が確認できない事例  

 資料Ｃ 地方公共団体名が確認でき、指定金融機関が関与した事例  

 資料Ｄ 地方公共団体名が確認でき、指定金融機関が関与していない事例  

 

資料Ａ 地方公共団体の参画が確認できない事例（その１）  

 

註：JFC は日本政策金融公庫を指す。  

出所：筆者作成  
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資料Ａ 地方公共団体の参画が確認できない事例（その２）  

 
註：DBJ は日本政策投資銀行を指す。  

出所：筆者作成  
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資料Ａ 地方公共団体の参画が確認できない事例（その３）  

 
註：DBJ は日本政策投資銀行を指す。 

出所：筆者作成 

 

資料Ｂ  地方公共団体名が確認できない事例  

 
出所：筆者作成 
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資料Ｃ  地方公共団体名が確認でき、指定金融機関が関与した事例（その１） 

 
註：R3-22「自治体、経済団体等と連携した地域商品券の電子化による地域活性化」は、

他府県（日田市）の日田信用金庫の取組と区別して集計した。 

出所：筆者作成 
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資料Ｃ  地方公共団体名が確認でき、指定金融機関が関与した事例（その２） 

 
註：REVIC は地域経済活性化推進機構を指す。 

出所：筆者作成 
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資料Ｃ  地方公共団体名が確認でき、指定金融機関が関与した事例（その３） 

 

出所：筆者作成 

 

資料Ｄ  地方公共団体名が確認でき、指定金融機関が関与していない事例（その１）  

 
註：JFC は日本政策金融公庫、DBJ は日本政策投資銀行を指す。 

出所：筆者作成 
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資料Ｄ  地方公共団体名が確認でき、指定金融機関が関与していない事例（その２）  

 
註 1：R2-24「しんみせ応援プロジェクト ～長野県北信地方全 15 市町村との連携による

創業支援の取組～」の図表 6 の集計では、地方銀行と JA 等に重複して集計している。 

註 2：R1-21「健康増進・病気予防に向けたソーシャル・インパクト・ボンドの取組」は、

他府県に所在する神戸市の取組と区別して集計した。図表 6 の集計では、取組に関与し

た信託銀行の親会社である主要行の取組として取り扱っている。 

註 3：JFC は日本政策金融公庫を指す。  

出所：筆者作成 
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In this paper, we have discussed the status of involvement in regional revitalization efforts by 

designated financial institutions that are the main banks of local governments, targeting the most 

recent five years (145 cases) of ``Results of a monitoring survey on the status of efforts for regional 

revitalization - Characteristic examples of efforts by financial institutions contributing to regional 

revitalization'' (Cabinet Office survey). Through the discussion in Chapter 3, it became clear that 

the involvement of designated financial institutions is gradually increasing, and that other than 

designated financial institutions, Shinkin banks are eager to get involved in regional revitalization. 
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